
 
 
 
 
 

スパイラログで考える 

SDGs 13 
「気候変動に具体的な対策を」 

 
 
 
 
 
SDGs目標13「気候変動に具体的な対策を」について、スパイラログを使って話し合います。 
 
スパイラログ（Spiralog）は、らせん（Spiral）+ 会話（Dialogue）の合成語。単純な円運動ではな
く、らせん状に「上昇」していく話し合いであり、同じ話題に戻っても、より高い次元で議論が深

まっていくように設計されています。 
 
スパイラログでは、 
 
REALIST（現実主義者） 
ANALYST（分析家） 
CREATOR（創造者） 
 
という三つの相互補完的な視点から議論します。 
 
⚫︎まず、それぞれが意見を表明する「一次立論」を行ないます。 
⚫︎次に、異なる視点間で「循環質問」を行ないます。 
⚫︎そして、質疑応答で得られた気づきをもとに「二次立論」を行ないます。 
⚫︎最後に、これらの議論を通じて得られた知見を統合し「第4の解決策」を共創します。 
 

 



⚫︎スパイラログ基本モデル 
第1ステップ：視点設定 
・以下3種類の視点を設定してグループ分けする 
　REALIST（R）：​ 実現性軸 
　ANALYST（A)：​ 影響範囲軸 
　CREATOR（C）：​ 価値観軸 
・3つの視点は「対立軸」ではなく「補完軸」として設定 
・各グループの視点が「部分的真理」であることを確認 

第2ステップ：一次立論： 
・3つの視点に基づいてR、A、Cそれぞれが意見を発表する 

第3ステップ：循環質問： 
・各グループは他の2グループに対して以下3つの質問する 
・DEEP Q：相手の視点をより深く理解するための探求質問 
・INTER Q：自分たちの視点と相手の視点の相互依存関係を探る関係性発見の質問 
・PIVOT Q：各視点が依拠している前提条件（スパイラルの回転軸）を明らかにする質問 
 
1.DEEP Q 

　1-1: R to A、1-2: R to C、1-3: A to C、1-4: A to R、1-5: C to R、1-6: C to A 
2.INTER Q 

　2-1: R to A、2-2: R to C、2-3: A to C、2-4: A to R、2-5: C to R、2-6: C to A 
3.PIVOT Q 

　3-1: R to A、3-2: R to C、3-3: A to C、3-4: A to R、3-5: C to R、3-6: C to A 
※それぞれQの後に回答タイムを設けるので全部で18回の質疑応答が行なわれる。 

第4ステップ：二次立論 
・質問で得られた知見を参考に、3つの視点を統合し再構築した新しい枠組みを提示する。 
・各グループが「自分の視点を保ちながら、他の視点も活かす方法」を提案。 
・単なる妥協ではなく、ひとつ上のレベルからメタな視点を確保する。 

第5ステップ：協働創発立論 
・3つのグループが協働して「第4の解決策」を創出する。 
・誰も最初には考えていなかった道を探す。 
・Win-Win-Winを超えた「創発的価値」を発見する。 
・正解を探すのではなく、より良い理解を共に創る。 
・部分最適ではなく全体最適を目指す。 
 
 

 



第1ステップ：視点設定 
テーマである「SDGs No.13 気候変動に具体的な対策を」を踏まえ、以下の3つの補完軸となる
視点を設定します。 

 

REALIST (R) 　実現性軸 
既存技術や予算、政策プロセスを考慮し、「今、確実に実行可能な対策」に焦点を当てる。 
 

佐藤 堅実（サトウ ケンジツ）： 
50代のベテラン政策コンサルタント。現実的な財源確保と既存の技術（省エネ、高 
性能機材）の最大活用を最優先し、実行不可能な理想論には厳しい。 

 
 
ANALYST (A)　影響範囲軸 
気候変動の「構造的な原因と長期的・広範な影響」、特に貧困や国際関係との連関をデータに基

づいて分析する。 
 

田中 巨視（タナカ キョウシ）： 
30代の環境社会学者。IPCC報告書や国際合意を熟知しており、気候変動がもたらす 
不平等の拡大や、地球規模でのリスク連鎖（食料、健康、インフラ）を重視する。 

 
 
CREATOR (C)　価値観軸 
「人々の意識、倫理観、ライフスタイルの変革」に焦点を当て、行動変容と新しい持続可能な価値

の創造を追求する。 
 

伊藤 慧美（イトウ エミ）： 
20代のサステナビリティ・アクティビスト。個人の行動の力を信じ、学びやコミュ 
ニティ活動、倫理的な金融行動（ダイベストメント）を通じて社会に変化を起こそ 
うとしている。 

 
 

 



第2ステップ：一次立論 
3つの視点に基づき、各代表者が意見を発表します。 

R (佐藤 堅実)：実現性軸の立論 

「気候変動対策は、理想ではなく、実行力がすべてです。日本は100年で平均気温が
1.24℃も上昇しており、緊急事態です。まず、温室効果ガスの排出を段階的に、かつ確
実に減らす政策実行が最優先です。具体的には、産業界における化石燃料依存からの

脱却を加速させる必要があります。 

JALやトヨタ、パナソニックの事例に見られるように、既存の大企業が持つ技術力と経済
力を利用し、再生可能エネルギーの導入（RE100） や、省エネ性能の高い技術への転換
を、財政支援と規制の両輪で後押しします。また、日本が掲げた2030年46%削減目標 
の達成には、排出量の多い分野（交通、エネルギー） に対する具体的なロードマップと資
金投入が必要です。」 

 

A (田中 巨視)：影響範囲軸の立論 

「気候変動は単なる環境問題ではなく、構造的な不平等の問題です。地球温暖化の主原

因は、産業活動によって大量に排出された二酸化炭素であり、その排出量の多くは先進

国や経済発展が進む地域に集中しています。しかし、被害は特に貧困層や開発途上国

に集中しやすい構造があります。 

対策として、緩和（排出を抑える）と適応（被害を軽減する）の両方が必要ですが、世界全

体で取り組むには、先進国が途上国に対して年間1,000億ドルの資金支援を行うコミット
メント を実行し、気候関連災害に対する強靱性（レジリエンス）と適応力を強化する仕組
み（ターゲット13.1）を構築する必要があります。災害が激甚化すれば、復旧コストが増大
し、社会全体に深刻な影響を及ぼします。全体最適のためには、排出者責任と国際協力

の枠組みを強化すべきです。」 

 

C (伊藤 慧美)：価値観軸の立論 

「社会構造を変えるカギは、個人の価値観と行動のシフトにあります。2100年には最高
気温40.8℃という未来が予測されていますが、この危機感を『自分ごと』として捉える必
要があります。私たちは無意識のうちに、銀行預金を通じて化石燃料への投資に加担し

ています。これを止めるためのダイベストメント（投資引き揚げ）の実行こそが、個人が金

融システムに働きかける強力なアクションです。 

また、気候変動の実態を学ぶこと、そして署名活動やデモを通じて、国や企業に市民の

声を届けること が重要です。構造的な変化は、人々の意識と倫理観の変化が後押ししな
ければ実現しません。」 

 



第3ステップ：循環質問 
各グループが他の2グループに対してDEEP Q、INTER Q、PIVOT Qを投げかけ、相互理解を深
めます。 

1. DEEP Q（探求質問：より深く理解する） 

1-1: R to A Q:  

世界中で災害が激甚化する中、途上国支援のための年間1,000億ドルの資金（ターゲット13.a）
は、具体的にどのような技術・インフラ分野に投資されれば、最も高い適応効果を発揮すると分

析しますか？ 

（R to A） A (田中):  

「気候変動による災害は貧困層に集中しやすい ため、適応効果を最大化するには、脆弱
な層（高齢者、貧困層、女性、青年、小島嶼開発途上国など） に焦点を当てた早期警戒
システムの導入や、強靱な防災インフラの整備、そして食料生産の安定化に直結する農

業技術支援に優先的に充てるべきです。」 

 

1-2: R to C Q:  

ダイベストメントは金融の動きを止めますが、その一方で、再生可能エネルギーへの大規模な技

術転換（RE100、Woven Cityなど） には莫大な資金が必要です。倫理的価値観（C）に基づいた
行動が、現実的な資金調達（R）の妨げにならないよう、どのようにバランスを取るべきでしょう
か？ 

（R to C） A (伊藤):  

「ダイベストメントは化石燃料への融資を止める動きであり、同時にグリーン投資への資

金シフトを促すものです。単に資金を止めるのではなく、利用者の声として金融機関の投

資基準の変革を求めることで、結果的にREへの資金が流れやすくなるよう働きかけるこ
とが重要です。」 

 

 



1-3: A to C Q:  

気候変動について学び、知識を深めること（C）は重要ですが、IPCCの報告にあるように、排出
削減をパリ協定のペースで進めても1.5℃上昇を抑えられないほど事態は深刻です。知識の習
得が、この差し迫った危機に対する即効性のある行動に確実につながるための工夫は何です

か？ 

（A to C） A (伊藤):  

「知識を『危機感』として捉えるだけでなく、『行動のきっかけづくり』にすることです。例え

ば、海洋酸性化でサンゴ礁が打撃を受けている現実 を学んだ後、その問題に取り組む
具体的な団体へのサポートやボランティア を紹介することで、知識を行動に直結させま
す。」 

 

1-4: A to R Q:  

現状、日本の平均気温の上昇率は世界平均より大きく、自然災害の件数と被害者数はここ10年
で3倍に増えています。あなたの立論の核である「実現可能な対策」は、この急激な気温上昇と
災害の激甚化のペースに対して、本当に間に合うと見ていますか？ 

（A to R） A (佐藤):  

「現行の政策で間に合わせるには、『緩和』と『適応』を同時かつ大幅に加速させる必要

があります。特に強靱性（レジリエンス）の強化（ターゲット13.1）は、真夏の最高気温
40.8℃ を前提としたインフラ設計の見直しや、猛烈な台風の増加 に備えた対策を、経済
的合理性に基づいて進めることで実現性を高めます。」 

 



1-5: C to R Q:  

再生可能エネルギーの導入（R）は、温暖化防止の鍵ですが、地方創生と両立させた長野県飯田
市のような地域循環共生圏モデル の成功を、中央主導の「実現性重視」の政策で、全国にス
ケールアップさせるための具体的な手法は何ですか？ 

（C to R） A (佐藤):  

「飯田市の事例は、地域資源の活用とエネルギーの地産地消 が、経済合理性を持つこ
とを示しています。スケールアップには、地方自治体や民間企業が共同で事業を行う際

の初期投資リスクを国が補填する仕組みや、地域の特性に合わせたRE導入への規制
緩和が実現性のカギとなります。成功モデルを標準化するのではなく、地域が主体的に

取り組めるための財源と権限を与えるべきです。」 

 

1-6: C to A Q:  

貧困層ほど災害の被害を受けやすいという構造的な問題 に対し、私たち市民（C）が遠隔地から
行う「寄付やボランティア」 以外の方法で、グローバルな不平等の是正に貢献できる、より効果的
で持続可能なアクションは何でしょうか？ 

（C to A） A (田中):  

「Cの提案したダイベストメントは、その強力な手段となり得ます。世界の銀行トップ3を日
本の銀行が占めている現状 を変えることは、先進国から途上国への資金の流れを変え
る、最も直接的なグローバルアクションです。また、サプライチェーン全体の倫理的な透

明性を求め、企業に社会的責任（ESG）を負わせるための市民運動 も有効です。」 

 



2. INTER Q（相互依存関係の質問：関係性発見） 

2-1: R to A Q:  

途上国支援（A）は先進国の義務とされていますが、その支援資金を継続的に確保するために
は、**先進国自身の経済活動の脱炭素化（R）が進み、安定的な財源が確保されることが不可欠
ではないでしょうか？ 

（R to A） A (田中):  

「その通りです。先進国が化石燃料に依存し続ければ、気候変動は加速し、支援の必要

額はさらに増大します。Rによる国内の緩和策の実行は、国際的な適応支援（A）を可能
にする前提条件です。特に、排出量の多い先進国の行動 は、国際的な信頼性を担保し
ます。」 

 

2-2: R to C Q:  

Rが目指す再生可能エネルギーへの転換は、最終的に市民（C）の協力、すなわちエネルギー消
費の削減やエコ製品の選択 があって初めて、その技術的効果が最大化されるのではないでしょ
うか？ 

（R to C） A (伊藤):  

「その通りです。市民が『なぜREが必要か』を深く理解し、自発的にライフスタイルを変え
なければ、どんな高性能なREシステムも過剰な需要には対応できません。Cの価値観シ
フトは、Rの脱炭素社会モデルの実現性を高めるための土台です。」 

 



2-3: A to C Q:  

貧困や食料不安 といったAが扱う構造的な問題の解決には、Cが提唱する倫理観に基づき、先
進国のライフスタイルがつくる責任・つかう責任（SDG 12） を負うことが相互依存関係にあるとど
う考えますか？ 

（A to C） A (伊藤):  

「はい。私たちの過剰な消費や、土地開拓のための焼き畑農業 などが、途上国の食料
生産や森林破壊 に間接的に影響を与えています。Aが指摘するグローバルな影響を理
解し、Cが提唱する倫理的な消費やダイベストメントを実行することで、構造的な不平等
なサプライチェーンを変えることができます。」 

 

2-4: A to R Q:  

大雨や台風の激甚化 によるインフラ機能の寸断（A）は、Rが計画する大規模な政策や投資の長
期的な安定性を損なうリスクを高めます。Rの政策実行において、気候変動リスクの増大をどの
ように組み込むべきでしょうか？ 

（A to R） A (佐藤):  

「Rの政策は、常に気候変動によるリスクを前提としなければなりません。例えば、電力イ
ンフラの脱炭素化（RE）を進める際、そのシステム自体がスーパー台風 や洪水に耐えう
る適応策を同時に盛り込む必要があります。Aのデータに基づくリスク予測は、Rの投資
判断の実現性に不可欠です。」 

 

 



2-5: C to R Q:  

Cが促す地域での草の根的な活動（団体サポート、ボランティア） は、Rが目指す地方のRE導入
事例（飯田市） のように、政策の具体的な実行主体となり得るでしょうか？ 

（C to R） A (佐藤):  

「もちろん実行主体となり得ます。草の根活動は、地域住民の合意形成や啓発（ターゲッ

ト13.3） に貢献し、政策実行の社会受容性を高めます。Rの立場から見れば、市民が積
極的に関わることで、政策の設計段階から現場のニーズを反映できるため、実現性が格

段に向上します。」 

 

2-6: C to A Q:  

Cが重要視する倫理的な金融行動（ダイベストメント） は、Aが指摘する途上国への公的な資金
支援 だけでなく、民間の金融の力を通じて、グローバルな気候正義の実現に貢献できるでしょう
か？ 

（C to A） A (田中):  

「非常に重要です。公的支援には限界があり、民間の資本をグリーンな方向へ誘導する

力が不可欠です。ダイベストメントの動きは、金融機関に化石燃料への融資をやめさせ、

結果として、気候変動に脆弱な途上国への資金の流れを変えるという、間接的かつ強力

な影響力を持っています。」 

 



3. PIVOT Q（前提条件の質問：回転軸を明らかにする） 

3-1: R to A Q:  

Aの立論は、国際的な取り決め（パリ協定、UNFCCC） やIPCCの報告 を重視していますが、こ
れらの国際的な枠組みが、各国政府の国内政治的・経済的利益に優先して、有効に機能すると

いう前提に、揺るぎはないでしょうか？ 

（R to A） A (田中):  

「前提は脆弱ですが、それでも国際枠組みは必要不可欠です。温暖化は国境を越える問

題であり、連携なくして解決はない からです。我々の前提は、国際的な『透明性確保』
（ターゲット13.a） と、『科学的根拠（IPCC）』*に基づくことで、政治的利益を超越した共通
認識が生まれるという希望に基づいています。」 

 

3-2: R to C Q:  

Rの「実現性」は、現在の経済システムと市場の仕組みの中で最大効果を出すことを前提として
います。Cが求める価値観の変革 が、もしこの経済システム自体を否定する方向に進んだ場
合、Rの対策は無効になるのではないでしょうか？ 

（R to C） A (伊藤):  

「Rの前提は、『化石燃料を燃やすことで経済が成長する』という過去のメカニズムに強く
依拠しています。Cの変革は、この前提を『持続可能性が経済成長の新しい軸になる』と
いう形に変えることを目指します。REへの転換やエコ製品の利用 は、新しい市場を生み
出すため、Rの対策は持続可能性という新たな軸で再構築されます。」 

 



3-3: A to C Q:  

Aは気候変動の『マクロなリスク』と『構造的な不平等』を前提に、全体最適を目指しています。C
が求める**『個人の倫理観に基づく行動』が、マクロな問題解決に寄与する前提は、『個々人の
努力の総和が全体を上回るインパクトを持つ』という点にあるのでしょうか？ 

（A to C） A (伊藤):  

「その前提に加え、個人の行動が『システム変革のトリガー』になるという前提です。例え

ば、たった一人のグレタ・トゥーンベリの行動が、世界的な気候ストライキ（Fridays for 
Future）を生み出したように、個人の声が、国や企業の方針に大きなインパクトを与える
ことが可能です。」 

 

3-4: A to R Q:  

Aの分析は、気候変動が進行するとインフラ寸断や災害増加 により、社会全体が「大きな混乱」
に陥ることを前提としています。Rが設定する「対策を取らなかった場合」の予測（40.8℃）は、こ
の混乱が現在の社会構造の継続を不可能にするほどのレベルだと認識していますか？ 

（A to R） A (佐藤):  

「はい。Rは最悪のシナリオ（40.8℃、熱帯夜60日連続）を経済活動の崩壊と同義と見な
しています。我々の対策の前提は、『現在の便利な生活（インフラ、ライフライン）を維持し

ながら』脱炭素化を進めることです。もしこの混乱が起これば、Rの対策はすべて無意味
になるため、インフラ強靱化は緩和策と同等に緊急の課題です。」 

 

 



3-5: C to R Q:  

Cが提唱する倫理的なライフスタイルは、現在の快適さや便利さを一部犠牲にするという前提に
基づいていると解釈できます。Rは、市民の快適な生活の維持を政策の前提としていますが、こ
の二つの前提はどのように共存可能でしょうか？ 

（C to R） A (佐藤):  

「Rの目標は、快適さを犠牲にすることではなく、『今まで以上に快適な生活を送りながら』
地球にやさしい行動をプラスすることです。省エネ家電への切り替え や、V2H技術の導
入 のように、初期投資はかかるが長期的には経済的・環境的にメリットがある技術を提
供することで、Cの倫理観とRの快適性維持の前提は共存可能です。」 

 

3-6: C to A Q:  

Aが示すように、気候変動は食料・水資源の不安定化や生態系の喪失 を招き、特に脆弱なコミュ
ニティを直撃します。Cの目標である『より良い理解を共に創る』という前提は、目の前で危機に
瀕している人々の喫緊のニーズに応える上で、十分な速度とスケール感を持っていますか？ 

（C to A） A (田中):  

「Cの活動だけでは、喫緊のニーズには応えられません。Cの役割は、『危機に瀕してい
る現実を広く共有し、意識を変える』ことにあります。この意識の変革が、Aが要求する先
進国による途上国支援の政治的圧力となり、公的資金を動かすという点で、スケール

アップに貢献します。」 

 

 



第4ステップ：二次立論 
質疑応答で得られた知見を参考に、3つの視点を統合し再構築した新しい枠組みを提示します。 

メタな視点の確保：なぜこの3つの視点が必要だったのか 

気候変動対策は、単なる技術的な課題（R）でも、国際政治的な課題（A）でも、個人の善意（C）の
課題でもありません。日本が世界の平均を上回るスピードで温暖化が進み、甚大な被害が予測

される中、技術の実装（R）はグローバルな公正（A）を前提とし、その両方を市民の倫理観（C）が
後押しすることで初めて、構造的な変革が可能になります。これら三者が相互依存の関係（

INTER Q）にあることを確認できたため、高次の統合が可能です。 

 

R (佐藤 堅実) の新しい枠組み：実現性の担保としてのグリーンファイナンス・マンデート 

「Rは、政策の実行力を担保するために、Cの提案を金融システムに組み込みます。これまでの
実現性軸は『予算内でどうするか』でしたが、新しい軸は『脱炭素化を前提とした資金循環の構

築』です。具体的には、Cが示したダイベストメントの概念 を参考に、政府が主要な金融機関に対
し、化石燃料関連融資の削減目標を義務付け（マンデート）、代わりに再生可能エネルギーや防

災インフラ（Aのニーズ）へのグリーン投資を強制的に加速させます。これにより、RE転換（R）の
資金調達が安定し、国際的な支援（A）の財源も長期的に確保されます。」 

 

A (田中 巨視) の新しい枠組み：影響範囲の最小化を目指す統合的レジリエンス投資 

「Aは、気候変動が引き起こす貧困の連鎖と災害の激甚化 を防ぐため、RとCの知見を統合し、
『地域・分野横断的な適応戦略』を構築します。これまでの分析は『被害の全体像把握』でした

が、新しい軸は『脆弱性を克服する統合戦略』です。Rの技術（早期警戒、強靱なインフラ）を、C
が提唱する透明性確保のプロセス のもとで、特に災害リスクの高い地域（Aの焦点）へ優先的に
投資します。これにより、インフラ寸断や健康被害 のリスクを最小化し、全体的な社会経済への
影響を軽減します。」 

 

C (伊藤 慧美) の新しい枠組み：価値観を社会システムに接続するアクティブ・ステュワードシップ 

「Cは、個人の行動変容を、社会システムを動かす力へと昇華させます。これまでの価値観軸は
『何を信じ、どう行動するか』でしたが、新しい軸は『個人が構造を動かすための参加型責任』で

す。個々人が学び、倫理的な金融選択（ダイベストメント） を通じて、自分の資金の流れを監視・
管理するアクティブ・ステュワードシップの概念を普及させます。これにより、Rのグリーンファイナ
ンスの実現性を市民レベルで支え、Aが求めるグローバルな気候正義 のための政治的圧力を恒
常的に生み出すコミュニティを醸成します。」 

 

第5ステップ：協働創発立論 



3つのグループが協働し、誰も最初には考えていなかった「第4の解決策」を創出します。 

 

協働創発された「第4の解決策」：地域主導型・責任連鎖融資（L-RCL）モデル 

※Local - Responsibility Chain Lending 

このモデルは、Rの実現性、Aの影響範囲、Cの価値観を統合し、「部分最適」ではなく「全体最
適」を目指します。 

1.​ Cの倫理的基盤の活用： 

市民（C）は、倫理的理由に基づき、地域金融機関（地方銀行、信用金庫）に対
し、化石燃料関連企業への融資停止を要望します（ダイベストメントの圧力）。 

2.​ Rの実現性の確保： 

地域金融機関（Rの実行主体）は、引き揚げられた資金、およびマンデートで義務
付けられた投資枠を、地域のレジリエンス強化と脱炭素化に特化した融資プログ

ラム（例：飯田市の地産地消エネルギー、豪雨対策インフラ）に振り向けます。 

3.​ Aのグローバル・ローカル影響の統合： 

この融資は、単にREを作るだけでなく、地域内で災害に弱いコミュニティ（Aの焦
点）や、気候変動によって打撃を受ける農業・漁業関係者 の適応策（強靱化、新
品種開発）を最優先で支援する仕組みとします。 

 

創発的価値：ローカル・ステュワードシップとグローバル・レジリエンスの連鎖 

このL-RCLモデルの創発的価値は、「地域社会が、金融を通じて、地球規模の気候変動リスクを
自律的に管理する能力」の獲得です。市民が資金の流れをコントロールすることで（C）、地域イ
ンフラの実現性（R）が高まり、結果的に脆弱な地域が気候変動の広範な影響（A）から守られる
Win-Win-Winを超えた持続可能な連鎖が生まれます。 

 



今日の対話で最も驚いた発見の共有 
 

伊藤 慧美（C）：  

「私が最も驚いたのは、個人のお金（ダイベストメント）の力が、単なる意識変革ではなく、Rが求
める具体的な政策や、Aが求める国際的な不平等の是正に直結する、極めて現実的な手段であ
ると認識できたことです。価値観の問いかけが、最も実現性の高い解決策の一部になり得るとは

想像していませんでした。」 

 

佐藤 堅実（R）：  

「私が驚いたのは、政策の実現性を追求するうえで、市民の倫理観を規制やインセンティブの外

部要因としてではなく、資金調達の前提条件として組み込むことが、最も確実な脱炭素化の道筋

となり得るということです。Cの視点から得たL-RCLモデルは、中央集権的な政策よりも迅速かつ
広範に地域にREを普及させる可能性を秘めています。」 

 

田中 巨視（A）：  

「私が最も驚いたのは、マクロな気候正義の実現という壮大な目標が、ローカルな金融の選択に

よって具体化できる道筋が見えたことです。気候変動による災害の被害は、貧困層に集中し、国

境を越えた問題ですが、地域主導のRE投資とレジリエンス強化（L-RCL）を通じて、グローバル
な影響をローカルな責任で食い止める、という新しい構造が見えました。」 
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